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　市では、白色の発泡スチロール製食品トレイをリサイクルするため、拠点回
収を行っています。洗って汚れを落とし、乾かしてから、市役所ロビー、教育

委員会庁舎、ふれあいプラザ、公民館などにお持ちください。
　市内スーパーマーケットの一部では、白色トレイのほか、透明トレイ、卵パ
ックなどの回収も行っています。詳しくは各店舗にお問い合わせください。
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公共施設再編に係る有識者会議から
提言書が提出されました

人口と財政
　八千代市は、人口が増加しているにもかかわらず、
人口が減少することを想定して公共施設を再編しな
ければならない状況にあります（表１）。32年には65
歳以上の高齢者比率が25.4パーセント、75歳以上の
後期高齢者比率は13.4パーセントとなり、高齢者福
祉など社会保障費が増加する見込みです。人口増加
を想定した公共施設やインフラは、人口減少に転じ
た時に大きな負担になります。

　財政状況は、歳入面では景気対策などにより増加傾
向ですが、自主財源の柱である地方税は現状維持の
まま（図１）。歳出面では、人件費は減少していますが、

物件費が増加し両者の合計はあまり変化がありませ
ん（図２）。扶助費は10年間で約２倍に増加し、普通建
設事業費などの投資的経費も、全国的な傾向とは異
なり増加傾向です。中長期的にみると、老朽化した
公共施設、インフラの建て替え、造り替え需要が高
まり、財政状況はさらに厳しくなると考えられます。

公共施設整備
　本来、初期に建設された施設が老朽化し始めた平
成12年頃から老朽化施設の更新が行われるべきです
が、実際には公共施設の新規投資が優先され、更新
投資は後回しにされてきたと言わざるを得ません。
昭和56年以前の旧耐震基準期の建築物の延床面積の
割合は全体の61パーセント（図３）。平均的に投資し
た場合の理論的標準値が40パーセントなので、「老朽
化が相当に進んでいる」と言えます。近い将来、築
40年以上の建築物は大規模改修や更新が必要であり、
財政的に大きな負担になると思われます。
　市の公共施設延床面積の用途別内訳は、学校施設
の割合が高くなっています（図４）。再編では学校施
設をいかに扱うかが大きな焦点となります。

更新投資
　総務省が推奨する地域総合整備財団のソフトで算
出すると、将来の更新投資必要額と予算不足率は次
のとおりです。

・今後40年間の更新・大規模改修費用に約1,650億
　円（年平均約41億円）必要
・過去５年間で、既存施設の更新・大規模改修に要
　した費用は年平均約30億円
・年間の不足額は約11億円
・不足を解消するには既存施設27パーセントを削減
　するか、一世帯当たりの負担を年額１万4,000円増
　やすかのいずれかが必要
　試算の対象に入っていない今後の新規投資分の建
設、維持管理、運営費を加算すると、年間予算不足
額はさらに５億円増の16億円、既存施設の削減率は
35パーセント、一世帯当たりの市民負担額は２万円
になります。人件費の削減を進めても、社会保障関係
の扶助費の増加が著しく、他の費用を減らすことも
難しい状況です。公共施設の予算不足は、公共施設の
中で優先順位を付けて解消しなければなりません。

インフラの評価
　インフラの更新投資予算が不足すると、公共施設
の更新投資財源にも影響が出ます。今回は道路、橋
りょうを簡易計算し、次の結果が出ました。
・道路　将来の更新費用は年間10.7億円。過去５年間
　の平均は7.1億円なので、33パーセント不足です
・橋りょう　将来の更新費用は年間1.2億円。過去５
　年間の平均は0.96億円なので、20パーセント不足です
　この結果から、公共施設とインフラの計画的な整
備は同時に検討する必要があります。

（国立社会保障・人口問題研究所）

■表１　八千代市長期人口・高齢者比率予測

　有識者３人で構成する「公共施設再編に係る有識者会議」から、地域経営・地方行財
政・建築の観点で、公共施設の再編について原則や方法などを取りまとめた提言書が市
長に提出されました。提言書は、本市の「現状と課題」と「対策」で構成されています。ここで
は、「現状と課題」の概要を紹介します。提言書は、情報公開室、各図書館、市ホームペー
ジで見ることができます。お問い合わせは、公共施設マネジメント準備室 483-1151へ

■図３　八千代市の公共施設整備（平成24年度決算）

■図４　市内公共施設延床面積の用途別内訳

■図１　八千代市普通会計　歳入決算額推移

■図２　八千代市普通会計　歳出決算額推移
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平成24年度決算より
延床面積　36万5,755.9㎡
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■施設面積

平成22年 27年 32年 42年 52年
人口計(人) 189,781 194,932 196,798 194,892 189,253
高齢者比率 20.3% 24.0% 25.4% 26.8% 32.5%
後期高齢者比率 7.7% 10.4% 13.4% 16.5% 16.7%


